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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　短手方向の一側面及び他側面のそれぞれに形成される山部、及び当該山部に対して長手
方向に連続する谷部を有する波型部を具備し、前記一側面に形成される山部と前記他側面
に形成される谷部の形状が同一であり、かつ前記一側面に形成される谷部と前記他側面に
形成される山部の形状が同一である長手部材を準備する準備工程と、
　前記一側面及び前記他側面が前記短手方向及び前記長手方向と直交する一方向から見て
円弧状となるように、前記長手部材を変形させる変形工程と、
　を具備する、
　ワッシャの製造方法。
【請求項２】
　前記準備工程で準備される前記長手部材の前記一側面又は前記他側面の少なくともいず
れか一方は、
　前記長手方向における一端部から他端部に亘って前記波型部が形成される、
　請求項１に記載のワッシャの製造方法。
【請求項３】
　前記準備工程で準備される前記長手部材の前記谷部は、
　先端部が前記一方向から見て弧状に形成される、
　請求項１又は請求項２に記載のワッシャの製造方法。
【請求項４】
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　前記準備工程で準備される前記長手部材の前記波型部は、
　前記一方向から見て正弦波状に形成される、
　請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載のワッシャの製造方法。
【請求項５】
　前記変形工程は、
　前記波型部が少なくとも外周側に配置されるように、前記長手部材を変形させる、
　請求項１から請求項４までのいずれか一項に記載のワッシャの製造方法。
【請求項６】
　前記準備工程で準備される前記長手部材の前記一側面及び前記他側面は、
　前記一側面から前記他側面までの前記短手方向に沿った距離が、前記長手方向の一端部
から他端部に亘って一定に形成される、
　請求項１から請求項５までのいずれか一項に記載のワッシャの製造方法。
【請求項７】
　前記準備工程で準備される前記長手部材は、
　異なる複数の金属材料からなるバイメタル材によって構成される、
　請求項１から請求項６までのいずれか一項に記載のワッシャの製造方法。
【請求項８】
　外周面及び内周面のそれぞれに形成される山部、及び当該山部に対して周方向に連続す
る谷部を有する波型部を具備し、
　前記山部及び前記谷部は、
　厚み方向から見て弧状に形成される、
　ワッシャ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、荷重を受けるためのワッシャの製造方法及びワッシャの技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、荷重を受けるためのワッシャは、略板状に形成される成形材料を成形用金型によ
って打ち抜くことで成形される。例えば、特許文献１に記載の如くである。
【０００３】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、成形材料をリング状に打ち抜くため、成
形材料の多くが無駄になってしまう。また、例えば、成形材料を半円状に打ち抜いて、二
個の半円状の部材同士を接合する場合でも、依然として多くの成形材料が無駄になってし
まい、材料歩留まりを十分に向上することができるとは言い難い（図９に示すスクラップ
Ｓ９０１参照）。以上のように、従来技術においては、材料歩留まりが悪いという点で不
利であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－８２４５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、以上の如き状況を鑑みてなされたものであり、その解決しようとする課題は
材料歩留まりを向上することができるワッシャの製造方法及びワッシャを提供するもので
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の解決しようとする課題は以上の如くであり、次にこの課題を解決するための手
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段を説明する。
【０００７】
　即ち、請求項１においては、短手方向の一側面及び他側面のそれぞれに形成される山部
、及び当該山部に対して長手方向に連続する谷部を有する波型部を具備し、前記一側面に
形成される山部と前記他側面に形成される谷部の形状が同一であり、かつ前記一側面に形
成される谷部と前記他側面に形成される山部の形状が同一である長手部材を準備する準備
工程と、前記一側面及び前記他側面が前記短手方向及び前記長手方向と直交する一方向か
ら見て円弧状となるように、前記長手部材を変形させる変形工程と、を具備するものであ
る。
【０００８】
　請求項２においては、前記準備工程で準備される前記長手部材の前記一側面又は前記他
側面の少なくともいずれか一方は、前記長手方向における一端部から他端部に亘って前記
波型部が形成されるものである。
【０００９】
　請求項３においては、前記準備工程で準備される前記長手部材の前記谷部は、先端部が
前記一方向から見て弧状に形成されるものである。
【００１０】
　請求項４においては、前記準備工程で準備される前記長手部材の前記波型部は、前記一
方向から見て正弦波状に形成されるものである。
【００１１】
　請求項５においては、前記変形工程は、前記波型部が少なくとも外周側に配置されるよ
うに、前記長手部材を変形させるものである。
【００１２】
　請求項６においては、前記準備工程で準備される前記長手部材の前記一側面及び前記他
側面は、前記一側面から前記他側面までの前記短手方向に沿った距離が、前記長手方向の
一端部から他端部に亘って一定に形成されるものである。
【００１３】
　請求項７においては、前記準備工程で準備される前記長手部材は、異なる複数の金属材
料からなるバイメタル材によって構成されるものである。
【００１４】
　請求項８においては、外周面及び内周面のそれぞれに形成される山部、及び当該山部に
対して周方向に連続する谷部を有する波型部を具備し、前記山部及び前記谷部は、厚み方
向から見て弧状に形成されるものである。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の効果として、以下に示すような効果を奏する。
【００１６】
　請求項１においては、材料歩留まりを向上することができると共に長手部材を簡単に曲
げることができる。
【００１７】
　請求項２においては、応力を分散させることができる。
【００１８】
　請求項３においては、谷部の広い範囲に応力を分散させることができる。
【００１９】
　請求項４においては、長手部材を滑らかに変形させることができる。
【００２０】
　請求項５においては、潤滑性を向上することができる。
【００２１】
　請求項６においては、材料歩留まりを効果的に向上することができる。
【００２２】
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　請求項７においては、金属材料が剥離することを抑制できる。
【００２３】
　請求項８においては、材料歩留まりを向上することができると共に、潤滑性を効果的に
向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の一実施形態に係るワッシャの製造方法のフローチャート。
【図２】板状部材を打ち抜く様子を示す図。
【図３】準備された長手部材を示す斜視図。
【図４】（ａ）準備された長手部材を示す正面図。（ｂ）波型部を示す拡大正面図。
【図５】（ａ）長手部材が変形される様子を示す図。（ｂ）変形された長手部材を示す図
。
【図６】製造されたワッシャを示す正面図。
【図７】（ａ）第一変形例に係る長手部材が変形される様子を示す図。（ｂ）変形された
長手部材を示す図。
【図８】（ａ）第二変形例に係る長手部材の波型部を示す拡大正面図。（ｂ）第三変形例
に係る長手部材の波型部を示す拡大正面図。（ｃ）第四変形例に係る長手部材の波型部を
示す拡大正面図。
【図９】打ち抜かれた成形材料であるスクラップを示す図。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下では、図中の矢印Ｕ、矢印Ｄ、矢印Ｆ、矢印Ｂ、矢印Ｌ及び矢印Ｒで示した方向を
、それぞれ上方向、下方向、前方向、後方向、左方向及び右方向と定義して説明を行う。
【００２６】
　以下では、本発明の一実施形態に係るワッシャ１０の製造方法及びワッシャ１０につい
て説明する。
【００２７】
　図６に示すワッシャ１０は、適宜荷重を受けるための部材である。ワッシャ１０は、正
面視半円状（円弧状）に形成される。本実施形態に係るワッシャ１０は、前側面及び後側
面に異なる金属材料を貼り合わせたバイメタル材（二種類の金属材料を貼り合わせたバイ
メタル材）によって構成される。ワッシャ１０の製造方法は、このようなワッシャ１０を
製造するものである。
【００２８】
　図１に示すように、まず、ワッシャ１０の製造方法では、準備工程が行われる（ステッ
プＳ１０）。準備工程は、図２に示す板状部材Ｎに加工を施して長手部材Ｎ１を準備する
。図２に示すように、板状部材Ｎは、板面を前後方向に向けて配置されると共に長手方向
を左右方向に向けて配置される部材である。板状部材Ｎは、前記バイメタル材によって構
成される。準備工程において、板状部材Ｎには、所定の金型によって板面が打ち抜かれる
加工であるブランク加工が施される。これによって、板状部材Ｎは、複数（本実施形態で
は七個）の長手部材Ｎ１と一個のスクラップＳ１とに分けられる。
【００２９】
　図３及び図４に示すように、準備工程で準備された長手部材Ｎ１は、長手方向を左右方
向に向けて配置される。また、長手部材Ｎ１は、短手方向を上下方向に向けて配置される
。長手部材Ｎ１は、上側波型部２０及び下側波型部３０を具備する。
【００３０】
　上側波型部２０は、長手部材Ｎ１の上側面に形成される。上側波型部２０は、山部２１
及び谷部２２を有する。
【００３１】
　山部２１は、長手部材Ｎ１の上側面において、上方向（短手方向）に突出するように形
成される部分である。山部２１の先端部（頂部）２１ａは、正面視略弧状に形成される。
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山部２１は、長手部材Ｎ１の前端部から後端部（前側面から後側面）に亘って形成される
。山部２１は、後述する谷部２２を挟んで左右方向に複数（本実施形態では十一個）形成
される。
【００３２】
　谷部２２は、長手部材Ｎ１の上側面において、下方向（短手方向）に窪むように形成さ
れる部分である。谷部２２は、山部２１と左右方向に連続するように複数（本実施形態で
は十二個）形成される。左右中途部に配置される谷部２２（左端部及び右端部を除く谷部
２２）は、山部２１の外形と略同一の外形（左右方向幅、上下方向幅及び先端部（底部）
２２ａの形状が略同一）となるように形成される。左端部に配置される谷部２２は、左右
中途部に配置される谷部２２の左半分が切り落とされたような正面視略弧状に形成される
。また、右端部に配置される谷部２２は、左右中途部に配置される谷部２２の右半分が切
り落とされたような正面視略弧状に形成される。谷部２２は、長手部材Ｎ１の前端部から
後端部（前側面から後側面）に亘って形成される。
【００３３】
　このように構成される上側波型部２０は、長手部材Ｎ１の上側面における左端部から右
端部に亘って形成される。これによって、長手部材Ｎ１の上側面は、全面に亘って山部２
１及び谷部２２が交互に連続して形成され、正面視略正弦波状に形成される。
【００３４】
　下側波型部３０は、長手部材Ｎ１の下側面に形成される。下側波型部３０は、山部３１
及び谷部３２を有する。
【００３５】
　山部３１は、長手部材Ｎ１の下側面において、下方向（短手方向）に突出するように形
成される部分である。山部３１は、後述する下側波型部３０の谷部３２を挟んで左右方向
に複数（本実施形態では十二個）形成される。左右中途部に配置される山部３１（左端部
及び右端部を除く山部３１）は、上側波型部２０の谷部２２の外形と略同一の外形（左右
方向幅、上下方向幅及び先端部（頂部）３１ａの形状が略同一）となるように形成される
。左端部に配置される山部３１は、左右中途部に配置される山部３１の左半分が切り落と
されたような正面視略弧状に形成される。また、右端部に配置される山部３１は、左右中
途部に配置される山部３１の右半分が切り落とされたような正面視略弧状に形成される。
山部３１は、長手部材Ｎ１の前端部から後端部（前側面から後側面）に亘って形成される
。
　山部３１は、上側波型部２０の谷部２２の下方にそれぞれ配置される。すなわち、山部
３１は、上側波型部２０の山部２１に対して左右方向にずれた位置に配置される。
【００３６】
　谷部３２は、長手部材Ｎ１の下側面において、上方向（短手方向）に窪むように形成さ
れる部分である。谷部３２は、上側波型部２０の山部２１の外形と略同一の外形（左右方
向幅、上下方向幅及び先端部（底部）３２ａの形状が略同一）となるように形成される。
谷部３２は、山部３１と左右方向に連続するように複数（本実施形態では十一個）形成さ
れる。谷部３２は、長手部材Ｎ１の前端部から後端部（前側面から後側面）に亘って形成
される。
　谷部３２は、上側波型部２０の山部２１の下方にそれぞれ配置される。すなわち、谷部
３２は、上側波型部２０の谷部２２に対して左右方向にずれた位置に配置される。
【００３７】
　このように構成される下側波型部３０は、長手部材Ｎ１の下側面における左端部から右
端部に亘って形成される。これによって、長手部材Ｎ１の下側面は、全面に亘って下側波
型部３０の山部３１及び谷部３２が交互に連続して形成され、正面視略正弦波状に形成さ
れる。
【００３８】
　また、長手部材Ｎ１は、上側波型部２０の山部２１と下側波型部３０の谷部３２とが左
右方向における位置を合わせて配置されると共に、上側波型部２０の谷部２２と下側波型
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部３０の山部３１とが左右方向における位置を合わせて配置される。これにより、長手部
材Ｎ１は、上下方向幅Ｗ（上側面から下側面までの上下方向に沿った距離）が常に一定と
なるような正面視略正弦波状に形成される。こうして、長手部材Ｎ１は、上側面及び下側
面が略同一形状に形成される。
　また、上側波型部２０の谷部２２から下側波型部３０の谷部３２までの上下方向に沿っ
た距離は、上下方向幅Ｗの半分程度となるように形成される。これにより、本実施形態に
係る長手部材Ｎ１は、その体積を減らして軽量化することができる。
【００３９】
　図１に示すように、準備工程が行われた後で、ワッシャ１０の製造方法では、変形工程
が行われる（ステップＳ２０）。変形工程は、長手部材Ｎ１を塑性変形させる工程である
。変形工程において、長手部材Ｎ１は、所定の治具によって拘束される。その後、図５に
示すように、右部及び左部が下側（長手部材Ｎ１の下方に配置される点Ｃ側）に曲げられ
る。これによって、長手部材Ｎ１は、点Ｃを中心とした正面視半円状に塑性変形される。
こうして長手部材Ｎ１は、ワッシャ１０として形成される。このようなワッシャ１０の外
周面には、上側波型部２０が配置される。また、ワッシャ１０の内周面には、下側波型部
３０が配置される。
【００４０】
　このような変形工程が行われるとき、上側波型部２０の山部２１及び谷部２２は、ワッ
シャ１０の周方向に伸張される。また、このとき、谷部２２（特に、先端部２２ａ）に応
力が作用し易い。このため、図５及び図６に示すように、ワッシャ１０の外周面（長手部
材Ｎ１の上側面）においては、谷部２２が主に伸張されることとなる。
【００４１】
　なお、図６に破線で示す仮想線Ｌ２１は、上側波型部２０の山部２１の先端部２１ａを
結ぶ曲線である。図６に二点鎖線で示す仮想線Ｌ２２は、上側波型部２０の谷部２２の先
端部２２ａを結ぶ曲線である。図６に破線で示す仮想線Ｌ３１は、下側波型部３０の山部
３１の先端部３１ａを結ぶ曲線である。図６に二点鎖線で示す仮想線Ｌ３２は、下側波型
部３０の谷部３２の先端部３２ａを結ぶ曲線である。仮想線Ｌ２１・Ｌ２２・Ｌ３１・Ｌ
３２は、点Ｃを中心とする正面視半円状に形成される。
【００４２】
　また、図６に示す半径Ｒ２１は、仮想線Ｌ２１の半径（点Ｃから上側波型部２０の山部
２１の先端部２１ａまでの径方向に沿った距離）である。図６に示す半径Ｒ２２は、仮想
線Ｌ２２の半径（点Ｃから上側波型部２０の谷部２２の先端部２２ａまでの径方向に沿っ
た距離）である。図６に示す半径Ｒ３１は、仮想線Ｌ３１の半径（点Ｃから下側波型部３
０の山部３１の先端部３１ａまでの径方向に沿った距離）である。図６に示す半径Ｒ３２
は、仮想線Ｌ３２の半径（点Ｃから下側波型部３０の谷部３２の先端部３２ａまでの径方
向に沿った距離）である。
【００４３】
　長手部材Ｎ１は、上側波型部２０の谷部２２を具備することで、当該谷部２２の先端部
２２ａ近傍が最も変形し易くなる。すなわち、変形工程においては、山部２１ではなく、
当該谷部２２の先端部２２ａ近傍が主に変形（伸張）することになる。当該部分（谷部２
２の先端部２２ａ近傍）に着目すると、谷部２２を具備することで、変形工程における変
形の曲率半径が、仮想線Ｌ２１の半径Ｒ２１ではなく、当該半径Ｒ２１よりも小さな仮想
線Ｌ２２の半径Ｒ２２となる。すなわち、長手部材Ｎ１は、外周側の曲率を大きくするこ
とができる。このような変形工程が行われることによって、谷部２２は、大きく開口した
状態（変形工程が行われる前よりも広がった状態）となる。
【００４４】
　また、変形工程が行われるとき、下側波型部３０の山部３１及び谷部３２は、ワッシャ
１０の周方向に圧縮される。また、このとき、谷部３２（特に、先端部３２ａ）に応力が
作用し易い。このため、長手部材Ｎ１の下側面においては、谷部３２が主に圧縮されるこ
ととなる。
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【００４５】
　長手部材Ｎ１は、下側波型部３０の谷部３２を具備することで、当該谷部３２の先端部
３２ａ近傍が最も変形し易くなる。すなわち、変形工程においては、山部３１ではなく、
当該谷部３２の先端部３２ａ近傍が主に変形（圧縮）することになる。当該部分（谷部３
２の先端部３２ａ近傍）に着目すると、谷部３２を具備することで、変形工程における変
形の曲率半径が、仮想線Ｌ３１の半径Ｒ３１ではなく、当該半径Ｒ３１よりも大きな仮想
線Ｌ３２の半径Ｒ３２となる。すなわち、長手部材Ｎ１は、内周側の曲率を小さくするこ
とができる。このような変形工程が行われることによって、谷部３２は、小さく開口した
状態（変形工程が行われる前よりも縮んだ状態）となる。
【００４６】
　以上のように、本実施形態に係るワッシャ１０は、外周側と内周側との曲率の差を小さ
くすることができる。これによって、長手部材Ｎ１は、細い部材（上下方向幅Ｗよりも短
い上下方向幅を有する正面視矩形状の部材）を曲げ変形させる場合のように、長手部材Ｎ
１を簡単に（小さい力で）曲げ変形させることができる。
【００４７】
　また、ワッシャ１０は、外周面及び内周面に上側波型部２０及び下側波型部３０の山部
２１・３１が形成されているため、前側面及び後側面の面積を増大させることができる。
このため、ワッシャ１０は、谷部２２・３２が形成されて前側面及び後側面の面積が減少
しても、山部２１・３１によって前記面積の減少の影響を小さくすることができる。これ
によって、ワッシャ１０は、摺動面積の減少を抑制することができる。
【００４８】
　また、図５に示すように、ワッシャ１０（長手部材Ｎ１）は、内周面（下側面）に下側
波型部３０の谷部３２が形成されることによって、内周面（下側面）に隙間を設けている
。これにより、ワッシャ１０（長手部材Ｎ１）は、変形工程時（圧縮時）の逃げ代を確保
することができる。このため、変形工程において、長手部材Ｎ１の下側面を無理なく曲げ
変形させることができる。このため、ワッシャ１０は、前側面及び後側面が盛り上がるこ
とを抑制できるため、品質を向上することができる。
【００４９】
　以上によってワッシャ１０の製造が完了する。
【００５０】
　上記のように製造された一の半円状のワッシャ１０は、他の半円状のワッシャ１０の周
方向端部と突き合わされる。そして、前記一の半円状のワッシャ１０は、レーザ溶接等の
適宜の手段によって他の半円状のワッシャ１０と接合される。当該接合されたワッシャ１
０は、円環状に形成され、適宜の部材（例えば、軸部材を支持するハウジング等）に設け
られる。この状態で、ワッシャ１０は荷重（例えば、前記軸部材からの軸方向の荷重）を
受けることができる。また、ワッシャ１０の表面は、前記軸部材に対して摺動することが
できる。また、ワッシャ１０の上側波型部２０及び下側波型部３０の谷部２２・３２には
、所定の潤滑油路から潤滑油が供給される。潤滑油は、谷部２２・３２で保持される。
【００５１】
　これによれば、ワッシャ１０は、上側波型部２０及び下側波型部３０の谷部２２・３２
を油溜まりとして機能させることができるため、潤滑性を向上することができる。特に、
ワッシャ１０は、大きく開口した谷部２２で多くの潤滑油を保持することができるため、
潤滑性を効果的に向上することができる。
【００５２】
　本実施形態に係るワッシャ１０の製造方法を用いることで、準備工程において長手部材
Ｎ１を上下方向に並べた状態で板状部材Ｎを打ち抜くことができる（図２参照）。すなわ
ち、ワッシャ１０の製造方法によれば、板状部材Ｎを略直線状に打ち抜くことができる。
このため、ワッシャ１０の製造方法によれば、板状部材Ｎを略隙間なく打ち抜くことがで
き、材料歩留まりを向上することができる（図２に示すスクラップＳ１及び図９に示すス
クラップＳ９０１参照）。
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【００５３】
　特に、本実施形態に係る長手部材Ｎ１は、上側面と下側面とが略同一形状に形成される
ため、図２に示すように、左右方向の位置を合わせた状態で、他の長手部材Ｎ１に対して
上下方向に隙間なく並ぶことができる。従って、準備工程で板状部材Ｎを打ち抜く際に、
長手部材Ｎ１の間に上下方向に沿った隙間を空ける必要がなくなる。
　また、長手部材Ｎ１は、左右方向の位置を合わせた状態で、他の長手部材Ｎ１に対して
上下方向に隙間なく並ぶことができる。このため、板状部材Ｎの左端部及び右端部をほと
んど無駄にすることなく、板状部材Ｎを打ち抜くことができる。このため、材料歩留まり
を効果的に向上することができる。
【００５４】
　また、図４及び図５に示すように、本実施形態に係る長手部材Ｎ１は、上下方向幅Ｗが
常に一定となるように形成されることで、剛性が局所的に低くなることを防止できる。こ
のため、ワッシャ１０の強度を向上することができる。
【００５５】
　また、上側波型部２０及び下側波型部３０の谷部２２・３２同士が左右方向にずれた位
置に配置される長手部材Ｎ１を曲げ変形させることにより、ワッシャ１０は、谷部２２・
３２同士を周方向にずらすことができる。これによれば、谷部２２・３２、すなわち応力
が作用し易い部分を互いに遠ざけることができる。このため、ワッシャ１０の強度を向上
することができる。
【００５６】
　また、本実施形態に係る上側波型部２０及び下側波型部３０は、長手部材Ｎ１の右端部
から左端部に亘って形成されることによって、より多くの山部２１・３２及び谷部２２・
３２が上側面及び下側面に形成されるようにしている。これによれば、長手部材Ｎ１（ワ
ッシャ１０）は、変形工程において多くの谷部２２・３２に応力を分散させることができ
る。また、長手部材Ｎ１（ワッシャ１０）は、山部２１・３２によって前側面及び後側面
の面積の減少の影響を小さくすることができる。これによって、ワッシャ１０の強度を向
上すると共に摺動面積の減少を抑制することができる。
【００５７】
　また、本実施形態に係る上側波型部２０及び下側波型部３０の谷部２２・３２は、先端
部２２ａ・３２ａが正面視略弧状（尖った部分が形成されない形状）に形成される。これ
によれば、ワッシャ１０は、谷部２２・３２の先端部２２ａ・３２ａの全体に応力を分散
させることができる。このため、ワッシャ１０の強度を向上することができる。
【００５８】
　また、本実施形態に係る長手部材Ｎ１の上側波型部２０及び下側波型部３０は、正面視
略正弦波状に形成されている。これによれば、上側波型部２０及び下側波型部３０は、山
部２１・３１においても先端部２１ａ・３１ａの全体に応力を分散させることができる。
このため、ワッシャ１０の強度を向上することができる。また、長手部材Ｎ１を滑らかに
曲げ変形させることができる。
【００５９】
　前述の如く、本実施形態に係る長手部材Ｎ１（ワッシャ１０）は、前側面と後側面とで
金属材料が異なるバイメタル材によって構成されている。この場合、長手部材Ｎ１は、前
側面と後側面とで曲げ荷重に対する変形量（伸張量及び圧縮量）が異なる構成となる。こ
のような長手部材Ｎ１が曲げ変形される場合において、上側面が大きく伸張されると共に
下側面が大きく圧縮されると、上側面と下側面との変形量の差が大きくなって金属材料が
剥離してしまう可能性がある。
【００６０】
　本実施形態に係る長手部材Ｎ１は、上側波型部２０の谷部２２によって外周側の曲率を
大きくすることで、外周側（上側面）の伸張量を減らすことができる。また、長手部材Ｎ
１は、下側波型部３０の谷部３２によって内周側の曲率を小さくすることで、内周面（下
側面）の圧縮量を減らすことができる。すなわち、長手部材Ｎ１は、外周側と内周側との
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曲率の差を小さくすることで、外周側と内周側との変形量の差を小さくすることができる
。このため、長手部材Ｎ１は、バイメタル材の剥離を抑制することができる。
【００６１】
　以上の如く、本実施形態に係るワッシャ１０の製造方法は、上側面（短手方向の一側面
）又は下側面（他側面）の少なくともいずれか一方に形成される山部２１・３１、及び当
該山部２１・３１に対して左右方向（長手方向）に連続する谷部２２・３２を有する上側
波型部２０及び下側波型部３０（波型部）を具備する長手部材Ｎ１を準備する準備工程と
、前記上側面及び前記下側面が上下方向（前記短手方向）及び前記左右方向と直交する方
向である前方向（一方向）から見て円弧状となるように、前記長手部材Ｎ１を変形させる
変形工程と、を具備するものである。
【００６２】
　このように構成することにより、材料歩留まりを向上することができる。
【００６３】
　また、前記準備工程で準備される前記長手部材Ｎ１の前記上側面又は前記下側面の少な
くともいずれか一方は、左端部（前記長手方向における一端部）から右端部（他端部）に
亘って前記上側波型部２０及び下側波型部３０が形成されるものである。
【００６４】
　このように構成することにより、応力を分散させることができる。
【００６５】
　また、前記準備工程で準備される前記長手部材Ｎ１の前記谷部２２・３２は、先端部２
２ａ・３２ａが前記前方向から見て弧状に形成されるものである。
【００６６】
　このように構成することにより、谷部２２・３２の広い範囲に応力を分散させることが
できる。
【００６７】
　また、前記準備工程で準備される前記長手部材Ｎ１の前記上側波型部２０及び下側波型
部３０は、前記前方向から見て正弦波状に形成されるものである。
【００６８】
　このように構成することにより、長手部材Ｎ１を滑らかに変形させることができる。
【００６９】
　また、前記変形工程は、前記上側波型部２０及び下側波型部３０が少なくとも外周側に
配置されるように、前記長手部材Ｎ１を変形させるものである。
【００７０】
　このように構成することにより、潤滑性を向上することができる。
【００７１】
　また、前記準備工程で準備される前記長手部材Ｎ１の前記上側面及び前記下側面は、前
記上側面から前記下側面までの前記上下方向に沿った距離が、左端部から右端部に亘って
一定に形成されるものである。
【００７２】
　このように構成することにより、材料歩留まりを効果的に向上することができる。
【００７３】
　また、前記準備工程で準備される前記長手部材Ｎ１は、異なる複数の金属材料からなる
バイメタル材によって構成されるものである。
【００７４】
　このように構成することにより、金属材料が剥離することを抑制できる。
【００７５】
　また、本実施形態に係るワッシャ１０は、外周面又は内周面の少なくともいずれか一方
の面に形成される山部２１・３１、及び当該山部２１・３１に対して周方向に連続する谷
部２２・３２を有する上側波型部２０及び下側波型部３０（波型部）を具備するものであ
る。
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【００７６】
　このように構成することにより、材料歩留まりを向上することができる。
【００７７】
　なお、本実施形態に係る上側波型部２０及び下側波型部３０は、本発明に係る波型部の
実施の一形態である。
　また、本実施形態に係る長手部材Ｎ１の上側面は、本発明に係る長手部材の一側面の実
施の一形態である。
　また、本実施形態に係る長手部材Ｎ１の下側面は、本発明に係る長手部材の他側面の実
施の一形態である。
　また、本実施形態における上下方向は、本発明に係る短手方向に対応する。
　また、本実施形態における左右方向は、本発明に係る長手方向に対応する。
　また、本実施形態における前方向は、本発明に係る一方向に対応する。
【００７８】
　以上、本発明の実施形態を説明したが、本発明は上記構成に限定されるものではなく、
特許請求の範囲に記載された発明の範囲内で種々の変更が可能である。
【００７９】
　例えば、ワッシャ１０は、正面視半円状に形成されるものとしたが、本発明に係るワッ
シャの形状はこれに限定されるものでない。本発明に係るワッシャは、長手部材Ｎ１を中
心角が９０°の正面視円弧状に形成されるものであっても良い。
【００８０】
　また、本実施形態に係る長手部材Ｎ１は、上側波型部２０及び下側波型部３０をそれぞ
れ具備するものとしたが、本発明に係る長手部材は、上側波型部２０又は下側波型部３０
の少なくともいずれか一方を具備するものであれば良い。このような場合において、本発
明に係る長手部材は、上側波型部２０及び下側波型部３０のうち、変形工程で外周側に配
置される一方の波型部を具備することが好ましい。これによって、本発明に係る長手部材
は、変形工程で谷部を大きく開口させることができる。このため、本発明に係るワッシャ
は、より多くの潤滑油を保持することができ、潤滑性を向上することができる。
【００８１】
　また、本実施形態に係る長手部材Ｎ１の上側波型部２０及び下側波型部３０は、長手部
材Ｎ１の左端部から右端部に亘って形成されるものとしたが、本発明に係る波型部が形成
される範囲はこれに限定されるものでない。本発明に係る波型部は、長手部材Ｎ１の左右
中央部にのみ形成されるものであっても良い。このような場合において、長手部材Ｎ１の
左右中央部を除く部分は平らな形状に形成されるものであっても良い。
【００８２】
　また、本発明に係る上側波型部２０及び下側波型部３０の山部２１・３１の高さ及び左
右方向幅は、本実施形態に限定されるものでない。また、上側波型部２０及び下側波型部
３０の谷部２２・３２の深さ及び左右方向幅は、本実施形態に限定されるものでない。
【００８３】
　また、本実施形態において、上側波型部２０の山部２１と下側波型部３０の谷部３２と
が左右方向における位置を合わせて配置されると共に、上側波型部２０の谷部２２と下側
波型部３０の山部３１とが左右方向における位置を合わせて配置されるものとしたが、本
発明に係る波型部の山部及び谷部の位置関係はこれに限定されるものでない。例えば、本
発明に係る波型部は、図７に示す第一変形例に係る長手部材Ｎ１１の上側波型部１２０及
び下側波型部１３０のように、山部１２１・１３１同士及び谷部１２２・１３２同士がそ
れぞれ左右方向に位置を合わせて配置されるものであっても良い。これによれば、本実施
形態に係る長手部材Ｎ１を曲げ変形させる場合よりも小さい力で長手部材Ｎ１１を曲げ変
形させることができる。
【００８４】
　また、本実施形態に係る上側波型部２０及び下側波型部３０は、正面視略正弦波状に形
成されるものとしたが、本発明に係る波型部の形状はこれに限定されるものでない。例え
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ば、本発明に係る波型部は、図８（ａ）に示す第二変形例に係る長手部材Ｎ２１の上側波
型部２２０及び下側波型部２３０のように、正面視略台形状に形成される山部２２１・２
３１及び谷部２２２・２３２が交互に連続するものであっても良い。また、本発明に係る
波型部は、正面視略矩形状に形成される山部及び谷部が交互に連続するものであっても良
い。
【００８５】
　また、本実施形態に係る上側波型部２０及び下側波型部３０は、互いに略同一形状であ
るものとしたが、本発明に係る波型部は、これに限定されるものでなく、上側面と下側面
とで異なる形状であっても良い。例えば、本発明に係る波型部は、図８（ｂ）に示す第三
変形例に係る長手部材Ｎ３１のように、正面視略台形状に形成される山部３２１及び谷部
３２２が交互に連続する上側波型部３２０と、正面視略正弦波状に形成される下側波型部
３３０とを具備するものであっても良い。
【００８６】
　また、本実施形態に係る上側波型部２０の山部２１及び谷部２２は、互いに略同一形状
であるものとしたが、本発明に係る波型部の山部及び谷部は、互いに異なる形状であって
も良い。例えば、本発明に係る波型部の山部は、図８（ｃ）に示す第四変形例に係る長手
部材Ｎ４１の上側波型部４２０及び下側波型部４３０のように、正面視略台形状に形成さ
れる山部４２１・４３１及び正面視略弧状に形成される谷部４２２・４３２を有するもの
であっても良い。
【００８７】
　また、本実施形態に係る上側波型部２０の山部２１は、全て同一形状であるものとした
が、本発明に係る波型部の山部は、互いに異なる形状であっても良い。すなわち、本発明
に係る波型部は、正面視略弧状に形成される第一の山部と、正面視略台形状に形成される
第二の山部とを有するものであっても良い。これは、本発明に係る波型部の谷部において
も同様である。
【００８８】
　また、本実施形態に係る長手部材Ｎ１は、二種類の金属材料を貼り合わせたバイメタル
材によって構成されるものとしたが、本発明に係るバイメタル材の金属材料の数はこれに
限定されるものでない。本発明に係るバイメタル材は、三種類以上の金属材料を貼り合わ
せたものであっても良い。また、本発明に係る長手部材を構成するための材料はバイメタ
ル材に限定されるものでなく、適宜の（一種類の）金属材料等によって構成されていても
良い。
【符号の説明】
【００８９】
　１０　ワッシャ
　２０　上側波型部（波型部）
　２１　山部
　２２　谷部
　３０　下側波型部（波型部）
　３１　山部
　３２　谷部
　Ｎ１　長手部材
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